
 

 

消 地 協 第 9 2 号 

令和元年 11 月 13 日 

各都道府県・政令指定都市消費者行政担当課 御中 

 

消費者庁地方協力課長 

（公印省略） 

 

「認知症サポーター」養成講座の受講推奨について（依頼） 

 
 平素より、消費者行政の推進に多大なる御尽力をいただき、ありがとうござい

ます。 

  
 本年 6 月に「認知症施策推進関係閣僚会議」において取りまとめられた「認知

症施策推進大綱」では、「認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社

会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しながら、『共生』と『予防』を車

の両輪として施策を推進していく」ことを基本的な考え方として掲げています。

このうち、「普及生活・本人発信支援」に関しては、認知症に関する正しい知識

と理解をもって、地域や職域で認知症の人や家族を手助けする認知症サポータ

ーの養成を進めることとしています。 

 
 この度、厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室から、認知症サポーターの

取組や養成講座等についてまとめた資料が送付されました。 
 つきましては、地域において認知症の方々と関わる機会の多い消費生活相談

員の方々、消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）の構成員の方々等

に受講を推奨いただきたいと存じます。 

 
 内容につきまして御了知いただくとともに、貴管内市町村及び関係者へ周知

していただきますようお願いいたします。 

 
（別添１）関係機関に対する「認知症サポーター」の周知等について（依頼） 
（別添２）認知症サポーターについて 

 
 
 
 
 

消費者庁 地方協力課  待鳥、原 

電話 03-3507-8800（内線 2063、2145） 



事 務 連 絡 

令 和 元 年 ９ 月 27日 

認知症施策推進関係閣僚会議幹事会関係省庁 御中 

厚生労働省老健局総務課 

認 知 症 施 策 推 進 室 

関係機関に対する「認知症サポーター」の周知等について（依頼） 

平素より、認知症施策の推進に御尽力・御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

本年６月に「認知症施策推進関係閣僚会議」においてとりまとめられた「認知症施策推進

大綱」では、「認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の

人や家族の視点を重視しながら、『共生』と『予防』を車の両輪として施策を推進していく」

ことを基本的な考え方として掲げております。このうち、「普及啓発・本人発信支援」に関

しては、認知症に関する正しい知識と理解を持って、地域や職域で認知症の人や家族を手助

けする認知症サポーターの養成を進めるとともに、特に認知症の人と地域で関わることが多

いことが想定される小売業・金融機関・公共交通機関等の職員に対する養成講座を拡大する

こととしております。 

つきましては、認知症サポーターの取組や養成講座等についてまとめた資料（別添）を送

付しますので、小売業・金融機関・公共交通機関等、貴省庁の各関連分野における職員に対

する認知症サポーターの周知・養成講座の更なる拡大に向けた関係機関への受講勧奨に引き

続きご協力くださいますようお願いいたします。 

別添：認知症サポーターについて 

（参考）厚生労働省ホームページ「認知症施策推進大綱について」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000076236_00002.html 

厚生労働省 老健局 総務課 

認知症施策推進室 井上、安蒜、久保 

電話 03－5253－1111（内線 3868、3974） 

E-mail ninchisyo@mhlw.go.jp

（別紙１）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000076236_00002.html


認知症サポーターについて

・「認知症サポーターキャラバン」は、「認知症サポーター」を全国で養成し、認知症になっ

ても安心して暮らせるまちづくりの取り組みです。

・「認知症サポーター キャラバン」は二つの流れのもとに実施されています。

１．企業・職域団体ルートでは、全国規模の職域団体や企業が組織を挙げて社員や従業員

を対象にサポーターを養成します。

２．⾃治体ルートでは市町村・都道府県が実施主体となり、⼀般住⺠、住⺠の暮らしに⾝

近な商店・銀行・消防・警察等、地域の企業や職域団体、また学校の児童・生徒を対象

にサポーターを養成します。

・「認知症サポーター養成講座」は、地域や職域団体などにおいて開催されています。（おお

よそ９０分の講座です。）

・職域団体や企業で開催する「認知症サポーター養成講座」では、認知症に関する正しい知

識を学習するほか、業務ごとの特性に応じた内容を盛り込み、実務に即した対応スキルを

習得することも可能です。

・講座は、講師（先生役）として養成研修を受講した「キャラバン・メイト」により行われ

ます。

・「認知症サポーター」は、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守り、

支援する応援者です。

・何か特別なことをするのではなく、できる範囲で手助けを行うというもので、活動は任意

です。

・職域団体や企業で開催する講座を受講して社員や従業員が認知症サポーターとなると、認

知症の正しい知識、認知症の人への適切な接し方を身につけた上で、業務にあたることが

できます。

・「認知症サポーター」になるには「認知症サポーター養成講座」の受講が必要になります。

・地域住⺠、⾦融機関やスーパーマーケットの従業員、⼩・中・⾼等学校の⽣徒など様々な

方が受講、全国に約1164万人（令和元年６月末現在）の認知症サポーターが誕生しており、

地域における相互扶助・協力・連携、ネットワークをつくる等の活躍が期待されています。

認知症サポーターキャラバン

認知症サポーター

認知症サポーター養成講座

(別紙２）



認知症サポーター養成講座を修了した者が復習も兼ねて学習する機会を設け、座学だけで

なくサポーター同士の発表・討議も含めた、より実際の活動につなげるための講座を行いま

す。

ステップアップ講座



職域団体や企業における認知症サポーターの養成

職域団体や企業において認知症サポーターを養成するには、以下の方法があります。

○職域団体や企業内において「キャラバン・メイト」を養成する場合

① 全国キャラバン・メイト連絡協議会へ連絡

② キャラバン・メイトとなる社員や従業員の選定

③ 全国キャラバン・メイト連絡協議会から講師の派遣を受け、選定した社員等に対して

「キャラバン・メイト養成研修」を実施

④ 養成した「キャラバン・メイト」により、認知症サポーター養成講座を実施

(連絡先)

「全国キャラバン・メイト連絡協議会」

東京都新宿区市谷田町 2-7-15 近代科学社ビル４階

電話:03(3266)0551 FAX:03(3266)1670.

http://www.caravanmate.com/

○自治体事務局から「キャラバン・メイト」の派遣を受ける場合

最寄りの自治体事務局へ連絡（下記URL を参照）

※全国の自体事務局一覧（http://www.caravanmate.com/office/）

○地域で開催されている「認知症サポーター養成講座」を受講する場合

最寄りの自治体事務局へ開催状況を確認し、受講を申し込む。

（認知症サポーター養成講座については、市町村広報にて周知している例あり。）



職域団体や企業における実施例

○金融機関の例

・高齢者の来店が増え、認知症と思われる方も徐々に増える傾向にあり、その対応が課題

となっていた。

・このため、定期的に行っている業務知識や接遇等に関する研修の一環として、認知症サ

ポーター養成講座を研修カリキュラムに導入した。

○小売業の例

・ある大型スーパーマーケットでは、多くの高齢者が利用されており、認知症と思われる

方への対応が課題となっていた。

・このため、「認知症の理解を深めてほしい」という店⻑の思いから、従業員が認知症サポ

ーター養成講座を受講した。

○水道関連業務受託事業者の例

・水道メーターの検針や水道料金の収集など各家庭を訪問するといった地域社会で業務を

実施する事業者として、CSR(企業の社会的責任)を果たす取組を検討していた。

・「金融機関がサポーター養成に取り組んでいる」という新聞記事をみて、「本業の特性を

生かして、仕事と同時に地域の見守りや声かけが一緒にできる」と判断し、事業所にお

いて認知症サポーター養成講座を開催した。



全国規模の企業・団体での認知症サポーターキャラバン実施状況

職域団体や企業の認知症サポーターのおもな職種は次の通りです。

職業別サポーター内訳（主なもの）

（令和元年６月30日現在）

職域 人数

金融機関（郵便局・保険会社含む） 691,412 人

スーパー、百貨店、商工会・商店会等 199,237 人

警察 157,048 人

JA農協 135,479 人

薬局、薬剤師会 116,826 人

マンション管理 115,983 人

医師会、⻭科医師会等 71,572 人

交通機関（鉄道、バス、モノレール、タクシー等） 55,972 人

消防 39,326 人

理美容 24,345 人

電力会社・ガス会社・水道検針 23,061 人

※企業・職域団体が主催者となり自社・団体内で職域キャラバン・メイト及び認知症サポーターの養

成を行っている企業・団体による実施状況（企業・団体型）と自治体での実施状況を合わせたもの。

全国規模の企業・団体によるキャラバン・メイト養成研修

（令和元年６月 30 日現在）

修了者数 14,331 人

実施企業・団体数 98 企業・団体

開催回数 243 回
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